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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成29年10月5日(2017.10.5)

【公表番号】特表2016-536431(P2016-536431A)
【公表日】平成28年11月24日(2016.11.24)
【年通号数】公開・登録公報2016-065
【出願番号】特願2016-541910(P2016-541910)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｌ 101/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   5/101    (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  91/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  75/04     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  71/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  27/06     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  77/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  31/04     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ 177/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ 123/08     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ 131/04     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ  11/08     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｌ  101/00     　　　　
   Ｃ０８Ｋ    5/101    　　　　
   Ｃ０８Ｌ   91/00     　　　　
   Ｃ０８Ｌ   75/04     　　　　
   Ｃ０８Ｌ   71/00     　　　　
   Ｃ０８Ｌ   27/06     　　　　
   Ｃ０８Ｌ   77/00     　　　　
   Ｃ０８Ｌ   31/04     　　　Ｓ
   Ｃ０９Ｊ  177/00     　　　　
   Ｃ０９Ｊ  123/08     　　　　
   Ｃ０９Ｊ  131/04     　　　　
   Ｃ０９Ｊ   11/08     　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成29年8月23日(2017.8.23)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）２個のシラン型末端官能基を含むポリエーテル、２個のシラン型末端官能基を含む
ポリウレタン、ポリ塩化ビニル、ポリアミドまたはこれらの混合物からなる群から選択さ
れる少なくとも１種のポリマー；
　ｂ）以下を含む可塑剤：
　ｉ）少なくとも１種の炭化水素含有留分またはバイオマス変換から生じる留分
　ｉｉ）少なくとも１種の脂肪酸モノエステル
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　ｉｉｉ）１重量％未満のフタラート；
　ｃ）増粘剤、充填剤、架橋剤、架橋触媒および粘着性付与樹脂またはこれらの混合物か
らなる群から選択される少なくとも１種の化合物；
　を含む組成物。
【請求項２】
　請求項１において、前記可塑剤が少なくとも１種の炭化水素含有留分を含む組成物。
【請求項３】
　請求項１または２において、前記炭化水素含有留分が、水素化処理、水素化分解または
接触分解された炭化水素含有留分である組成物。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項において、前記炭化水素含有留分が、脱芳香族化および／
または脱硫された炭化水素含有留分である組成物。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項において、前記炭化水素含有留分の沸点が、２３０～４０
０℃の範囲内である組成物。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか一項において、前記炭化水素含有留分のＡＳＴＭ　Ｄ４４５規
格に準じた４０℃での動粘度が、２～２２ｍｍ2／ｓである組成物。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項において、前記炭化水素含有留分のＡＳＴＭ　Ｄ９７規格
に準じた流動点が、－５０～＋１０℃の範囲内である組成物。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか一項において、前記炭化水素含有留分のＵＶ測定での芳香族化
合物の含有率が、３００ｐｐｍ未満である組成物。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか一項において、前記脂肪酸モノエステルがＣ１４－１８脂肪酸
メチルエステルである組成物。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか一項において、前記脂肪酸モノエステルと、前記炭化水素含有
留分または前記バイオマス変換から生じる留分との質量比が、５：９５～７５：２５に含
まれる組成物。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか一項において、
　－２個のシラン型末端官能基を含むポリエーテル、２個のシラン型末端官能基を含むポ
リウレタンまたはこれらの混合物からなる群から選択される少なくとも１種のポリマー；
および
　－少なくとも１種の架橋剤；
　を含むマスチック組成物である、組成物。
【請求項１２】
　請求項１～１０の一項において、
　－ポリ塩化ビニルからなる群から選択される少なくとも１種のポリマー；
　－充填剤；
　を含むプラスチゾル組成物である、組成物。
【請求項１３】
　請求項１～１０のいずれか一項において、
　－ポリアミドからなる少なくとも１種のポリマー；
　－エチレン－酢酸ビニルコポリマー；
　－粘着性付与樹脂；
　を含む接着剤組成物である、組成物。
【手続補正２】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９９】
　可塑剤としてＥＭＡＧ／Ｈｙｄｒｏｓｅａｌ　Ｇ３４０Ｈ組成物を含有するＳＴ－ＰＥ
マスチックの機械的性質が、可塑剤としてＤＩＤＰを含有するマスチックと同等またはは
るかに良好であることがわかる。
　なお、本発明は、実施の態様として以下の内容を含む。
〔態様１〕
　ａ）２個のシラン型末端官能基を含むポリエーテル、２個のシラン型末端官能基を含む
ポリウレタン、ポリ塩化ビニル、ポリアミドまたはこれらの混合物からなる群から選択さ
れる少なくとも１種のポリマー；
　ｂ）以下を含む可塑剤：
　ｉ）少なくとも１種の炭化水素含有留分またはバイオマス変換から生じる留分
　ｉｉ）少なくとも１種の脂肪酸モノエステル
　ｉｉｉ）１重量％未満のフタラート；
　ｃ）増粘剤、充填剤、架橋剤、架橋触媒および粘着性付与樹脂またはこれらの混合物か
らなる群から選択される少なくとも１種の化合物；
　を含む組成物。
〔態様２〕
　態様１において、前記可塑剤が少なくとも１種の炭化水素含有留分を含む組成物。
〔態様３〕
　態様１または２において、前記炭化水素含有留分が、水素化処理、水素化分解または接
触分解された炭化水素含有留分である組成物。
〔態様４〕
　態様１～３のいずれか一態様において、前記炭化水素含有留分が、脱芳香族化および／
または脱硫された炭化水素含有留分である組成物。
〔態様５〕
　態様１～４のいずれか一態様において、前記炭化水素含有留分の沸点が、２３０～４０
０℃の範囲内である組成物。
〔態様６〕
　態様１～５のいずれか一態様において、前記炭化水素含有留分のＡＳＴＭ　Ｄ４４５規
格に準じた４０℃での動粘度が、２～２２ｍｍ2／ｓである組成物。
〔態様７〕
　態様１～６のいずれか一態様において、前記炭化水素含有留分のＡＳＴＭ　Ｄ９７規格
に準じた流動点が、－５０～＋１０℃の範囲内である組成物。
〔態様８〕
　態様１～７のいずれか一態様において、前記炭化水素含有留分のＵＶ測定での芳香族化
合物の含有率が、３００ｐｐｍ未満（好ましくは２００ｐｐｍ未満、より好ましくは１０
０ｐｐｍ未満）である組成物。
〔態様９〕
　態様１～８のいずれか一態様において、前記脂肪酸モノエステルがＣ１４－１８脂肪酸
メチルエステルである組成物。
〔態様１０〕
　態様１～９のいずれか一態様において、前記脂肪酸モノエステルと、前記炭化水素含有
留分または前記バイオマス変換から生じる留分との質量比が、５：９５～７５：２５（好
ましくは１０：９０～６０：４０、より好ましくは２０：８０～４５：５５、さらに好ま
しくは３０：７０～４０：６０）に含まれる組成物。
〔態様１１〕
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　態様１～１０のいずれか一態様において、
　－２個のシラン型末端官能基を含むポリエーテル、２個のシラン型末端官能基を含むポ
リウレタンまたはこれらの混合物からなる群から選択される少なくとも１種のポリマー；
および
　－少なくとも１種の架橋剤；
　を含むマスチック組成物である、組成物。
〔態様１２〕
　態様１～１０の一態様において、
　－ポリ塩化ビニルからなる群から選択される少なくとも１種のポリマー；
　－充填剤；
　を含むプラスチゾル組成物である、組成物。
〔態様１３〕
　態様１～１０のいずれか一態様において、
　－ポリアミドからなる少なくとも１種のポリマー；
　－エチレン－酢酸ビニルコポリマー；
　－粘着性付与樹脂；
　を含む接着剤組成物である、組成物。
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